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第１０回モニタリング委員会報告 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

















R4.9.21現在

１級 ２級 ３級 計 １ ２ 計 1級 １級 ２級 計
釧路 4 2 2 2 2 小樽、東京湾 1
苫小牧 6 5 5 1 1 室蘭 1
室蘭 4 2 2 2 2 小樽、苫小牧 1
函館 4 2 2 2 2 苫小牧、秋田船川 秋田船川 1 1 苫小牧
小樽 5 2 2 3 3 室蘭(2)、留萌 1 1 留萌
留萌 3 1 1 2 2 苫小牧、小樽
八戸 4 2 2 2 2 釜石、東京湾 1
釜石 10 2 2 8 8 八戸(2)、東京湾、鹿島(2)、仙台湾、小名浜(2) 東京湾
仙台湾 6 5 5 1 1 釜石 1 1 釜石
小名浜 4 3 3 1 1 鹿島
鹿島 8 8 8 0 0 1 1 東京湾

156 115 29 12 156 0 0 5 3
秋田船川 5 3 3 2 2 酒田、境 境
酒田 6 1 1 5 5 東京湾、新潟、伊勢三河湾（3） 伊勢三河湾(3)

新潟 5 5 5 0 0 1 1 1 大阪湾
伏木 4 2 2 2 2 新潟、七尾
七尾 4 2 2 2 2 伏木、内海
舞鶴 4 1 1 3 3 大阪湾、内海、長崎 1 1
境 4 2 2 2 2 大阪湾、内海

113 92 13 8 113 0 0 4 4
田子の浦 5 1 1 4 4 清水(2)、東京湾、伊勢三河湾 3 3 清水、東京湾、仙台湾

清水 5 5 5 0 0 1 1 1 伊勢三河湾
和歌山下津 5 4 4 1 1 内海 1
小松島 4 1 1 3 3 和歌山下津(2)、内海 2 2 内海、和歌山下津

103 80 13 10 103 0 0 3 1
144 111 17 16 144 0 0 3 8
32 26 6 0 32 0 0 1 2

博多 7 5 1 6 1 1 東京湾 1 1 1 東京湾
佐世保 5 4 4 1 1 長崎
長崎 5 3 3 2 2 佐世保、那覇 2 2 那覇、東京湾
島原海湾 7 3 3 0 4 4 関門（4） 関門(2) 2 2 関門
細島 4 1 1 2 2 2 東京湾、内海 内海
鹿児島 5 3 3 2 2 博多、東京湾
那覇 12 5 5 7 7 東京湾、伊勢三河湾、内海(5) 東京湾、伊勢三河

湾、内海(3) 1
702 509 80 46 635 63 4 67 14 23 22 14 2 16

水先人派遣支援の現況（令和４年度複数免許取得計画）

派遣支援の現況 R4年度実施・計画
派遣支援者 派遣支援者数

東京湾

伊勢三河湾

大阪湾
内　海
関　門

全水先区合計
※ 赤字：前期課程、青字：後期課程

水先区
水先
人数

専属水先人 R4年度新規
入会見込者数 R4年度

廃業者数派遣元水先区
派遣支援
休止中

派遣元水先区

北海道
地区
（26）

東北
地区
（32）

東海
近畿
地区
（19）

日本海
地区
（32）

九州
地区
（45）
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資料３ 
 
 
 
 
 

中小規模水先区における新規免許・複数免許取得時の支援の評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１．背景①（「水先人の安定的な確保・育成等について（第一次とりまとめ）」（H28.6.23）より）

中小規模水先区の志望者増のため、当該水先区の支援対象者に、海技振興センターが実施する水先人養成支援事業（一級及び
二級水先人）における養成手当を現行月額25万円に15万円を上乗せして、月額40万円を支給する。
なお、当該支援は当面、平成29年～31年の新規養成支援対象者に対し実施し、それ以降は、あらためてその継続の必要性につい
て検討する。

従来、複数免許を取得して派遣支援に協力する水先人に対して、連合会が、その養成に係る費用の支援を行ってきた。今後、派遣
支援増が見込まれることから、海技振興センターが新規免許取得者に対し行っている現行の水先人養成支援と同様の支援【月額25
万円】を、当該センターが行うこととする。
なお、当該支援は、平成28年度に開講する複数免許取得のための養成課程の受講者に対して実施し、当面、当該支援開始から３年
間程度実施し、それ以降は、あらためてその継続の必要性について検討する。

２．背景②（「水先人の安定的な確保・育成等について（第三次とりまとめ）」（R2.5.28）より）

(1) 新規免許関係（新規免許取得の支援の充実）

(2) 複数免許関係（複数免許取得のための養成への支援）

中小規模水先区への新規免許・複数免許取得者に対する支援の評価

②検討状況

③今後の対応と方向性

中小規模水先区における新規免許取得者及び複数免許取得者等の関係者に支援手当の必要性及び支援額の妥当性を確認した
ところ、水先人関係者からは、現在の支援上乗せがあることにより応募した者がいることや、当該制度が適当であると評価
した者もおり、現状維持でよいという意見が出された。これに対し、利用者（船社等）からは、水先人の意見を尊重したい
との意見があった。

②の検討状況を踏まえ、当該支援については現行と同様の支援を令和２年から令和４年まで実施し、それ以降は、改めて
その継続の必要性について検討することが適当である。
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3人(21%)

3人(21%)
8人(57%)

手当が免許を取得する判断材料と

なったか

なった 多少なった ならなかった

(1) 新規免許関係（Ｒ元～３年度の中小規模水先区の免許取得者２０名)

(2) 複数免許関係(Ｒ元～３年度の複数免許取得者２１名)

３．支援手当の受給者等へのアンケート結果概要（R4年8～9月実施）

① 20人中10人(50%)が養成手当の上乗せが必要と回答
② 上乗せが必要と回答した10人中５人(50%)が志望水先区検討の判断材料となったと回答
③ 20人中７人(35%)が上乗せ額は適当と回答

① 21人中14人(67％)が養成手当を受け取る仕組みが必要と回答
② 養成手当を受け取る仕組みが必要と回答した14人中６人(43％)が免許を取得する判断材料となったと回答
③ 21人中12人(57％)が養成手当額は適当と回答

中小規模水先区への新規免許・複数免許取得者に対する支援の評価

②

10人(50%)
6人(30%)

4人(20%)

養成手当の上乗せの必要性

必要 不要 どちらでもよい わからない

①

1人 (10%)

4人 (40%)
5人 (50%)

上乗せが志望水先区を検討する判

断材料となったか

なった 多少なった ならなかった

②

7人(35%)

1人(5%)

12人(60%)

上乗せ額(+15万円/月)は適当か

適当 不適当 意見なし

③

14人(67%)
2人(9%)

5人(24%)

養成手当を受け取る仕組みの

必要性

必要 不要 どちらでもよい

①

12人(57%)
9人(43%)

手当額(25万円/月)は適当か

適当 不適当 意見・回答なし

③
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４．過去3年間の中小水先区における新規1・２級水先人の応募状況と複数免許取得状況

中小規模水先区への新規免許・複数免許取得者に対する支援の評価

※備考：
○新規の人数は募集年
度に基づき集計
○複数の件数は免許取
得年度に基づき集計
○太字の数字は応募者
数が募集人数を満た
したもの

○新規一級水先人

水先区
募集人数 応募者数

R1 R2 R3 R1 R2 R3
釧路 2 2 1 0 1 1
苫小牧 2 2 1 2 -
室蘭 1 - - 1
小樽 1 - - 0
留萌 1 1 0 0 -
八戸 1 1 1 0 0 1
仙台湾 1 1 1 1 -
秋田船川 1 - - 0
酒田 1 1 - 0 0
小名浜 1 - - 0
新潟 1 1 0 1 -
田子の浦 2 1 2 - 0
清水 1 1 1 1 1 2
舞鶴 1 1 1 0 1 1

和歌山下津 1 - - 1
境 1 1 0 0 -

小松島 1 1 1 0 0 0
博多 1 1 - 0 2
佐世保 1 - 1 -
鹿児島 1 1 - -
那覇 1 1 1 1 0 2
合計 16 16 14 7 8 11

○新規二級水先人

水先区 募集人数 応募人数
R1 R2 R3 R1 R2 R3

留萌 1 1 募
集
な
し

0 0

-境 1 0 -
博多 1 1 -
細島 1 - 1
合計 3 2 1 1

○複数免許取得件数

水先区 免許取得件数
R1 R2 R3

釧路 1
留萌 1
八戸 2
釜石 1

秋田船川 1 1
酒田 1
小名浜 1
伏木 1
七尾 1
田子の浦 1 2
舞鶴 2

和歌山下津 1
境 1 1

佐世保 1
鹿児島 2
那覇 2
合計 5 10 9
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資料４ 
 
 
 
 
 

水先人の養成定員の見直し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



●H30～R4年度に60歳を迎えた外航９社出身者のうち、87％が56歳～59歳の間で一級水先人免許を取得しており、55歳までの年齢及
び60歳は免許取得の割合が少ないため、 56歳～59歳の間に全員が免許を取得すると仮定し、割合を再計算(87％→100％)。

養成規模の見直し（養成計画の改訂に向けて）

１．廃業予定者の見通し
（単位：人）

今後の廃業予定者の見通しは、Ｒ１５年までに３８２人となっている。

※ H29～R3の年齢別残存率の平均（国交省算出）に、R4年度当初の一級年齢別人数を当てはめ算出。 R7.4.1以降74歳の水先人は0と想定

現在の養成定員（２級：５名、３級：５+α名）について、３年が経過したところであり、第三次とりまとめに基づき、見直し
を実施。

（１） 外航９社※からの一級供給の見通し

① 退職時の年齢と割合

・免許取得前年に退職
・87％⇒100％

●外航９社の退職年齢は把握できないため、水先人免許取得年齢と同じ割合で、免許取得前年に退職すると仮定する。

２．一級供給の見通し

外航９社からの一級免許取得年齢別人数とその割合

全体の
87％

上記割合で55歳～58歳
に全員が退職すると仮定

●上記２点により、 外航９社の船長等は55歳～58歳の間に全員が退職すると仮定する。 1

年 度 R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５ 計

一級廃業者数(予測) 45 41 47 36 34 29 25 21 23 28 32 21 382

※外航９社：今後１０年間に一級水先人に参入可能な者を輩出できる旨回答のあった船社
（第１５回検討会の(一社)日本船主協会の調査対象２０社中８社を含む）

55歳 43%

56歳 28%

57歳 22%

58歳 7%

退職時の年齢・割合
H30年度
に60歳

R1年度
に60歳

R2年度
に60歳

R3年度
に60歳

R4年度
に60歳

計 割合

～54歳 2 0 1 1 0 4 5%

55歳 1 0 0 3 0 4 5%

56歳 11 4 5 6 3 29 37%

57歳 10 2 2 2 3 19 24%

58歳 5 3 2 0 5 15 19%

59歳 0 1 1 3 0 5 7%

60歳 1 0 0 1 0 2 3%

計 30 10 11 16 11 78 100%

13

shindoh-a2rr
テキストボックス





※ 上表の船長等年齢構成は、(一社)日本船主協会の協力により得られたデータ

※ 上表はH4.4.1現在の外航９社に在職する船長等で、Ｒ４年度に達する年齢ごとに区分している。

※ ４６歳以上の一航士、４１歳以上の二三航士は、一級供給源と見込めないため未反映(白地部分)

（２） 外航９社以外の一級供給の見通し

① 次の状況から、今後も、９社以外の外航から毎年、概ね２人程度が参入すると仮定する。
ア．直近５年間に一級水先人となったもののうち、外航出身者は計８０人
イ．アのうち、外航９社からの出身者は５６人
ウ．外航９社以外の出身者は、

→ ８０人―５６人＝２４人
エ．ウのうち、外航１２社※は今後１０年間の参入見通しがないため、当該１２社の出身者数を除外する

→ ２４人－１３人＝１１人 ÷ ５年 ≒ ２人
※外航１２社：前回の(一社)日本船主協会の調査対象２０社中、今回調査において今後１０年間は一級水先人に参入可能な者の輩出予定はない

とした船社。よって、「外航９社以外の外航」からの参入見通しには含めない

② 直近５年間の内航及び官公庁出身者は計５２人であり、今後も毎年、概ね１０人程度が参入すると仮定する。

② ①の退職者の年齢割合を以下の外航９社の船長等年齢別人数に当てはめて、各年の退職者数を算出。
（算出方法は次頁の表を参照）

③ 過去５年間に、外航９社を退職した船長
のうち、一級水先人に参入する者の割合
は、右表のとおり直近５年間の実績から、
５６人(B)/９５人(A)の５９％程度と見込む。

【外航９社の年齢構成】

2

年度 外航9社の船長退職者数 外航9社出身の水先人免許取得者数

H28 29人

H29 17人 11人

H30 16人 11人

R1 13人 9人

R2 20人 15人

R3 10人

合計 95人(A) 56人(B)

※ 退職した年の翌年に免許を取得すると想定

５９％

年齢 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61～
船長 13 21 15 16 21 21 20 27 22 27 24 32 40 37 21 15 8 0 2 2 1

一航士 10 8 8 3 7 4 2 3 2 1 4 2 2 1 0 0 1 0 0 0 0
二航士 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
三航士 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 23 29 23 19 28 21 20 27 22 27 24 32 40 37 21 15 8 0 2 2 1
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（単位：人）

今後の一級供給数の見通し

（１）及び（２）より、Ｒ４年度からＲ１５年度まで、一級水先人の供給数を以下表のとおり見込む。

3※各年度の参入予定者は、水先養成機関での養成及び国家試験を経て、その翌年度に入会すると仮定する。

年齢 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61～

船長 13 21 15 16 21 21 20 27 22 27 24 32 40 37 21 15 8 0 2 2 1
一航士 10 8 8 3 7 4 2 3 2 1 4 2 2 1 0 0 1 0 0 0 0
二航士 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
三航士 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 23 29 23 19 28 21 20 27 22 27 24 32 40 37 21 15 8 0 2 2 1
26 28 71

43% 28% 22% 7%

R４年度の退職者数→ 9 7 6 5

43% 28% 22% 7%

R５年度の退職者数→ 16 6 6 2

43% 28% 22% 7%

17 10 5 2

43% 28% 22% 7%

14 11 8 1

43% 28% 22% 7%

10 9 9 3

43% 28% 22% 7%

12 7 7 3

43% 28% 22% 7%

9 8 5 2

43% 28% 22% 7%

12 6 6 2

43% 28% 22% 7%

9 8 5 2

43% 28% 22% 7%

9 6 6 2

43% 28% 22% 7%

12 6 4 2

43% 28% 22% 7%

8 8 5 1

R14 24 14 26

R15 22 13 25

14 26

R13 22 13 25

30

25 15 27

R11 25 15 27

R10

16 28
10

28

R5 30 17 29

R6 34 20 32

2

32

R8 31

退職者数
(1)②

退職前の人数(推測)→

R9 28

R12 23

R4 27 16

R7 35 20

18

１級水先人見込み

9社以外
(2)①

内航・官庁
(2)② 合計

1級
水先人数

(59%)
(1)③
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（２） 二級・三級の募集数の試算

① 令和５年度以降の参入数（二級は５人、三級は１０人の場合（計１５人））

→ Ｒ７年度の628人を底に増加に転じ、Ｒ１３年度に700人超となる（Ｒ４年度比最減 ▲13人）。

→ Ｒ９年度の625人を底に増加に転じるも、Ｒ１４年度より再び減少に転じる（Ｒ４年度比最減 ▲16人）。

３．二級・三級水先人の募集数の見通し

（１） 前記１．の廃業数と、前記２．の一級水先人供給見通しを踏まえ、仮に令和５年度以降、二級・三級水先人の
募集をしない場合は、次表のとおりとなる。

4

※ 本検討会で議論する募集数は、濃青、濃緑で着色した３年間に参入する見込みの者。三級については、一元的に新卒を想定した参入年度とし
ており、航海士経験者の場合は参入年度が２年早くなる。

R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５
-45 -41 -47 -36 -34 -29 -25 -21 -23 -28 -32 -21

一級 23 28 29 32 32 30 28 27 27 26 25 26
二級 2 3 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0
三級 13 6 9 2 1 7 5 0 0 0 0 0

38 37 45 34 33 37 33 27 27 26 25 26
-7 -4 -2 -2 -1 8 8 6 4 -2 -7 5
-7 -11 -13 -15 -16 -8 0 6 10 8 1 6

641 634 630 628 626 625 633 641 647 651 649 642
増減累計

廃業数

参入
（供給）

計
増減（年度）

水先人数（年度頭）

R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５
-45 -41 -47 -36 -34 -29 -25 -21 -23 -28 -32 -21

一級 23 28 29 32 32 30 28 27 27 26 25 26
二級 2 3 7 5 5 5 5 5 5 5 5 5
三級 13 6 9 2 1 7 5 10 10 10 10 10

38 37 45 39 38 42 38 42 42 41 40 41
-7 -4 -2 3 4 13 13 21 19 13 8 20
-7 -11 -13 -10 -6 7 20 41 60 73 81 101

641 634 630 628 631 635 648 661 682 701 714 722

年度
廃業数

参入
（供給）

計
増減（年度）
増減累計

水先人数（年度頭）

16



5

→ Ｒ７年度の628人を底に増加に転じ、Ｒ１４年度に680人超となる（Ｒ４年度比最減 ▲13人）。

④ 二級は３人、三級は３人の場合（計６人）

→ Ｒ７年度の628人を底に増加に転じ、Ｒ１３年度に670人超となる（Ｒ４年度比最減 ▲13人）。

③ 二級は３人、三級は５人の場合（計８人）

→ Ｒ７年度の628人を底に増加に転じ、Ｒ１５年度に700人超となる（Ｒ４年度比最減 ▲13人）。

② 二級は５人、三級は５人の場合（計１０人）

R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５
-45 -41 -47 -36 -34 -29 -25 -21 -23 -28 -32 -21

一級 23 28 29 32 32 30 28 27 27 26 25 26
二級 2 3 7 5 5 5 5 5 5 5 5 5
三級 13 6 9 2 1 7 5 5 5 5 5 5

38 37 45 39 38 42 38 37 37 36 35 36
-7 -4 -2 3 4 13 13 16 14 8 3 15
-7 -11 -13 -10 -6 7 20 36 50 58 61 76

641 634 630 628 631 635 648 661 677 691 699 702

年度
廃業数

参入
（供給）

計
増減（年度）
増減累計

水先人数（年度頭）

R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５
-45 -41 -47 -36 -34 -29 -25 -21 -23 -28 -32 -21

一級 23 28 29 32 32 30 28 27 27 26 25 26
二級 2 3 7 3 3 3 3 3 3 3 3 3
三級 13 6 9 2 1 7 5 5 5 5 5 5

38 37 45 37 36 40 36 35 35 34 33 34
-7 -4 -2 1 2 11 11 14 12 6 1 13
-7 -11 -13 -12 -10 1 12 26 38 44 45 58

641 634 630 628 629 631 642 653 667 679 685 686水先人数（年度頭）

年度
廃業数

参入
（供給）

計
増減（年度）
増減累計

R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５
-45 -41 -47 -36 -34 -29 -25 -21 -23 -28 -32 -21

一級 23 28 29 32 32 30 28 27 27 26 25 26
二級 2 3 7 3 3 3 3 3 3 3 3 3
三級 13 6 9 2 1 7 5 3 3 3 3 3

38 37 45 37 36 40 36 33 33 32 31 32
-7 -4 -2 1 2 11 11 12 10 4 -1 11
-7 -11 -13 -12 -10 1 12 24 34 38 37 48

641 634 630 628 629 631 642 653 665 675 679 678水先人数（年度頭）

年度
廃業数

参入
（供給）

計
増減（年度）
増減累計
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1

水先実績（隻数）の状況

全国の水先実績は、過去１０年間で見ると、Ｈ２４年度の約１７万２千隻をピークにＲ２年度まで年々減少し
ているが、Ｒ３年度は１４万隻台に回復。
新型コロナウイルス感染症の影響もあり、Ｒ２年度は過去３０余年来最少の約１３万８千隻となった。

五大区の占有率は、過去１０年を通して、全体の約９割を維持している。

水先実績（隻数）推移

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

東京湾 伊勢三河湾 大阪湾

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

全国
合計 172,087170,165168,338167,276164,459163,693161,094154,545138,248 143,607

東京湾 58,392 57,826 56,320 53,930 51,056 50,892 48,422 46,849 43,300 42,950

伊勢三
河湾 28,440 28,573 27,702 28,894 28,652 28,287 28,523 26,743 24,049 25,106

大阪湾 25,581 24,530 24,892 25,219 25,015 24,132 24,262 23,437 21,085 21,510

内 海 30,544 30,711 30,371 30,094 29,930 29,469 29,334 28,402 26,094 28,175

関 門 10,673 10,605 11,108 10,444 10,232 10,737 10,760 10,246 9,035 9,410

その他 18,457 17,920 17,945 18,695 19,574 20,176 19,793 18,868 14,685 16,456

五大区
占有率 89% 89% 89% 89% 88% 88% 88% 88% 89% 89%
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2

一級水先人の人数推移

一級水先人の人数は、過去１０年間で見ると、Ｒ３年度まで年々減少しているが、Ｒ４年度は微増している。

Ｈ１９年制度改正後の二級・三級免許取得者が、進級により一級に参入し始めたことから、今後はＲ４年度と
同等以上の人数で推移すると見込まれる。

五大区の占有率は近年減少傾向にあり、Ｒ４年度は全体の約８０％。

一級水先人の人数推移（各年度当初）

（人）

0

100

200

300

400

500

600

700

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
東京湾 伊勢三河湾 大阪湾
内 海 関 門 その他

H25H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
全国合計 645 625 611 597 586 568 561 536 527 530
東京湾 171 157 156 153 150 145 141 129 118 111

伊勢三河湾 110 104 99 98 95 95 95 90 89 92
大阪湾 95 97 94 91 90 90 85 78 78 80
内 海 135 135 132 132 131 122 119 117 114 112
関 門 34 35 35 34 32 31 29 29 30 28
その他 100 97 95 89 88 85 92 93 98 107
五大区
占有率

84
%

84
%

84
%

85
%

85
%

85
%

84
%

83
%

81
%

80
%
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3

一級水先人の年齢構成

Ｒ４年度の一級水先人の平均年齢は６３．０歳。

Ｒ４年度は、Ｈ３０年度と比べ、６２歳以上７２歳未満の者が減少し、５７歳未満の者が増加している。

50

5
8 9 9 7

14

22
19

28

21
17

37

26

18
15

25
29

343434

27

34

8

0

10

20

30

40

50

60

（人）

～51
歳

52
歳
53
歳
54
歳
55
歳
56
歳
57
歳

58
歳

59
歳

60
歳

61
歳

62
歳

63
歳

64
歳

65
歳

66
歳

67
歳

68
歳

69
歳

70
歳

71
歳

72
歳

73
歳

74
歳 計

R4
年度

50 5 8 9 9 7 14 22 19 28 21 17 37 26 18 15 25 29 34 34 34 27 34 8 530

50
(9.4
%)

38
(7.2%)

104
(19.6%)

113
(21.3%)

156
(29.4%)

69
(13.0%)

平均年齢
＝63.0

歳

H30
年度

10 4 4 4 3 14 15 14 36 25 16 17 26 31 34 37 39 36 51 48 39 33 19 13 568

10
(1.8
%)

29
(5.1%)

106
(18.7%)

145
(25.5%)

213
(37.5%)

65
(11.4%)

平均年齢
＝65.3

歳

H24
年度

8 2 4 5 9 10 15 31 29 36 40 40 55 57 53 41 38 54 33 43 30 20 18 0 671

8
(1.2%
)

30
(4.5%)

151
(22.5%)

246
(36.7%)

198
(29.5%)

38
(5.7%)

平均年齢
＝64.3

歳

【備考】 年度当初時点の一級水先人について、当該時点の年齢としている。

一級水先人の年齢構成（R4.4.1時点）
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【備考】
１．合計人数は修業期ごとの人数であり、年度も最初の水先人試験を受験した（する）

年度である。
２．年齢は、免許取得年度の満年齢（年度末時点の年齢）とした。

0

10

20

30

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

経歴別一級新規免許取得者数

外 航 内 航 官 公 庁

4

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

一級新規免許取得者の年齢別割合

～45 46～50 51～55 56～60 61～

一級新規水先人の参入状況
一級新規取得者は、かつて外航出身者が大半であったが、直近５年を見ると、約４割が内航・官公庁から参入

している（Ｈ２９～Ｒ３年度平均）。

免許取得時の年齢は、過去１０年を通して、５１歳以上６１歳未満が８割以上を占めている。

【備考】
1.修業期ごとの人数であり、年度も最初の水先人試験を受験した（する）年度である。
2.経歴は、最終職歴から推定。
3.官公庁とは海上保安庁、海上自衛隊、独立行政法人が含まれている。

（人）

経歴別人数 年齢別人数

六期生
(H24年度)

七期生
(H25年度)

八期生
(H26年度)

九期生
(H27年度)

十期生
(H28年度)

十一期生
(H29年度)

十二期生
(H30年度)

十三期生
(R1年度)

十四期生
(R2年度)

十五期生
(R3年度)

61歳以上 2 1 1 1 0 1 2 1 0 2
56～60歳 14 15 21 21 14 19 18 16 19 12
51～55歳 6 6 2 4 5 2 6 10 5 7
46～50歳 1 2 1 2 2 1 3 2 4 0
45歳以下 0 1 1 0 1 0 0 1 1 0

合計 23 25 26 28 22 23 29 30 29 21

六期生
(H24
年度)

七期生
(H25年

度)

八期生
(H26年

度)

九期生
(H27年

度)

十期生
(H28年

度)

十一期
生(H29
年度)

十二期
生(H30
年度)

十三期
生(R1
年度)

十四期
生(R2
年度)

十五期
生(R3
年度)

外航 20 18 20 22 18 16 18 16 18 12
内航 2 7 4 5 2 2 5 8 8 5

官公庁 1 0 2 1 2 5 6 6 3 4
合計 23 25 26 28 22 23 29 30 29 21
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5

H24H25H26H27H28H29H30 R1 R2 R3
直近5年
間の
平均

廃業人数 47 45 42 44 33 39 39 54 52 44 45.6

72歳以上 31 29 26 36 24 31 30 42 45 38 37.2

67～71歳 8 14 15 8 8 8 6 10 4 5 6.6

62～66歳 6 1 1 0 1 0 1 0 3 0 0.8

57～61歳 2 1 0 0 0 0 2 2 0 1 1.0

水先人の廃業状況

水先人の廃業者は、７２歳以上の者が約８割を占め、７１歳以下の者は８人程度/年となっている（Ｈ２９～Ｒ３年
度平均）。
※Ｈ２４年度以降の廃業者は１級水先人のみ。

【備考】
1.年齢は、当該年度の満年齢（年度末時点の年齢）とした。
2.原則定年が72歳であり、以下、５歳ごとの内訳とした。

8.4
人

0

10

20

30

40

50

60

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

57～61歳 62～66歳 67～71歳 72歳以上

（人）

水先人の年度別・年齢別廃業者数
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6

一級水先人供給源の状況（外航9社の航海系船員）
今回（R4.4.1時点）の調査結果 R9.4.1時点に移動

年齢 船長 一航士 二三航士 合計
（青枠のみ）

現在の推計
（５歳移動） 年齢

～22

0

0

13 13

？

～22
23 17 17 23
24 36 36 24
25 37 37 25
26 42 42 26
27 31 31 13 27
28 3 43 46 17 28
29 4 26 30 36 29
30 5 25 30 37 30
31 13 22 35 42 31
32 22 8 30 31 32
33 30 9 39 46 33
34 29 3 32 30 34
35 43 0 43 30 35
36 2 20 2 24 35 36
37 6 28 0 34 30 37
38 17 22 1 40 39 38
39 15 9 0 24 32 39
40 12 9 0 21 43 40
41 13 10 0 23 24 41
42 21 8 0 29 34 42
43 15 8 0 23 40 43
44 16 3 0 19 24 44
45 21 7 0 28 21 45
46 21 4 0 21 23 46
47 20 2 0 20 29 47
48 27 3 0 27 23 48
49 22 2 0 22 19 49
50 27 1 0 27 28 50
51 24 4 0 24 21 51
52 32 2 0 32 20 52
53 40 2 0 40 27 53
54 37 1 0 37 22 54
55 21 0 0 21 27 55
56 15 0 0 15 24 56
57 8 1 0 8 32 57
58 0 0 0 0 40 58
59 2 0 0 2 37 59
60 2 0 0 2 21 60
61 1 0 0 1 15 61
計 437 295 315 1,025 1,012

一級水先人の主な供給源（外航船船長等）の状況

一級水先人の主な供給源である外航船船長等の年齢別人数（推計）は以下のとおり。

新規一級供給年齢（５４～５７歳）ベースで見ると、現在の在籍者数は比較的少ない人数である。
ここから５年後を推計すると、現在５０～５３歳の在籍者の一部が新規修業生の候補者となることが見込まれる。

【備考】

１．元データは、R4年度に日本船
主協会を通じて外航9社に実
施したアンケート結果。

２．46歳以上の一航士と41歳以
上の二航士は（青枠以外）、
一級供給源とは見込めないた
め未反映。

３．黒字の値は30名以上を、赤
字の値は29名以下を表す。

現在の
推計
（5歳移動）

新規
就業
平均
年齢
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7

修業生の応募状況
一級は定員割れが続いていたが、近年応募者数が増加傾向にあり、Ｒ４年度は応募者数が定員を上回った。

三級は定員以上の応募者数が続き、Ｒ４年度は応募倍率が３倍を超えた。

これまでの募集活動は、次のとおり。
・通年での海技振興センター等ホームページによる案内掲載
・募集時期における募集案内書の配布
・主に大学生を対象とした業務説明会・水先現場見学会

一級の応募状況の推移

三級の応募状況の推移

二級の応募状況の推移

【備考】括弧内はいずれも入学年度

一級
八期生
(H26年
度)

九期生
(H27年
度)

十期生
(H28年
度)

十一期
生(H29
年度)

十二期
生(H30
年度)

十三期
生(R1
年度)

十四期
生(R2
年度)

十五期
生(R3
年度)

十六期
生(R4
年度)

募集
定員 43 48 48 50 42 41 43 35 32
応募
者数 27 28 25 25 31 34 36 28 36
応募
倍率 0.63 0.58 0.52 0.50 0.74 0.83 0.84 0.80 1.13 

三級 七期生
(H26年度)

八期生
(H27年度)

九期生
(H28年度)

十期生
(H29年度)

十一期生
(H30年度)

十二期生
(R1年度)

十三期生
(R2年度)

十四期生
(R3年度)

十五期生
(R4年度)

募集定員 10 10 10 10 10 10 10 10 7

応募者数 15 17 16 20 22 23 15 17 25

応募倍率 1.50 1.70 1.60 2.00 2.20 2.30 1.50 1.70 3.57 

二級
一期生
(H25年
度)

二期生
(H26年
度)

三期生
(H27年
度)

四期生
(H28年
度)

五期生
(H29年
度)

六期生
(H30年
度)

七期生
(R1年
度)

八期生
(R2年
度)

九期生
(R3年
度)

募集
定員 5 5 11 10 7 7 8 7 5

応募
者数 4 3 8 3 1 5 4 3 5

応募
倍率 0.80 0.60 0.73 0.30 0.14 0.71 0.50 0.43 1.00 
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資料５ 
 
 
 
 
 

第四次とりまとめ骨子（案） 
 



水先人の安定的な確保・育成等について
（第四次とりまとめ骨子（案））

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．各課題の検討結果

１．二級及び三級水先人の養成定員の見直し

２．安全かつ円滑な水先業務の確保のため各水先人会が改正した水先人会
会則の実効性の検証

３．中小規模水先区対策

（１）派遣支援体制の適正化（複数免許取得状況）

（２）新規免許・複数免許取得者の増加対策（新規免許・複数免許取得時の
支援手当の見直し）

４．水先養成教育及び水先免許更新講習のオンライン・デジタル化

５．二級進級養成課程のシミュレータ訓練時間の見直し

Ⅲ．モニタリング委員会の取扱い

Ⅳ．おわりに

次回（第２１回）検討会において以下の内容でとりまとめを作成予定

第四次とりまとめ骨子（案）
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